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一般財団法人 エルピーガス振興センター 

  



 
 

 
補助事業へのご申請者の皆様へのお願い 

 
一般財団法人エルピーガス振興センター（以下「振興センター」といいます。）の交付する補助

金の原資は、経済産業省から交付決定を受けた公的資金であり、当然のことですが、コンプライ

アンスと交付ルールに則った厳正・適法な執行が求められます。 

振興センターの補助金にご申請いただく皆様におかれましては、以下の点につき充分ご理解を

頂きましたうえで、各種手続きを行って下さいます様、宜しくお願いいたします。 

 

１．補助金の申請や実績報告書の提出等の、各種手続きを行なっていただく場合は、事前に業務

方法書、業務細則、補助金申請の手引き等を熟読いただき、交付の要件や手続き上の制約

条件等を、充分にご理解いただいたうえで、行ってください。 

２．当然のことですが、ご申請者様から振興センターにご提出いただく書類や資料におきましては、

如何なることがあっても、虚偽の記載や改ざんは認められません。 

３．万が一にも、ご申請者の皆様に不正な行為があった場合は、振興センターは法令や規程類に

則った厳正な対処をさせていただきます。 

４．ご申請者の皆様に不正行為が認められたときは、振興センターは当該部分若しくは全ての交

付決定の取消しを行なうと共に、業務方法書の規定に基づき交付済みの補助金額に加算金

（年利 10.95％）を加えた金額を返還していただきます。 

５．また、不正行為を行なった申請者や履行補助者の名称・不正の内容を、ホームページ等で公

表するとともに、振興センターの所管する新たな補助金の交付停止や、履行補助業務の停止

を一定期間行なう等の、措置を執らせていただきます。 

６．なお、悪質な不正の場合には、刑事罰等の適用の可能性等につき、所轄警察署等に相談を行

なうことがあります。 
 

 
 

【補助事業の計画に際しての主な留意点】 

 

・補助事業を行なうにあたり、売買、請負、委託その他の契約を締結するときは、原則、競争入札

（又は３社以上の相見積）により発注先を選定してください。 

・当該年度に行なわれた工事、物品購入等に対して、平成３０年２月１５日までに対価の支払い及

び精算が完了し、平成３０年２月２８日までに実績の報告ができるようにしてください。 

・補助事業の全ての工事等の完了、検収（固定式発電機においては、系統電力を遮断しての、稼

働対象実負荷機器を対象とした試運転の正常確認）と費用の支払いの完了をもちまして、補助事

業の完了となります。 

・補助事業に関わる費用の支払い方法は、「金融機関からの振込み」とするよう手続きを行ない、支

払いが完了したことを証する証憑（銀行振込受領書等）を必ず取得してください。（現金直接、手形、

割賦、相殺等の支払い方法は認められません。） 

・提出期限までに、エルピーガス振興センターに必要な書類が到着しなかった場合は、補助金は

交付できませんので、充分にご注意ください。 

・様々な事情や事故等の事由によりましても、期日までにエルピーガス振興センターに到着しなか

った提出書類等につきましては、エルピーガス振興センターでは責任を負いかねます。書類等の

提出にあたりましては、配達の記録が残る送達方法（簡易書留郵便、宅配便等）のご利用とともに、

期日前にゆとりをもたせる計画的な作業を推奨いたします。 
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╩ ∆╢⁹╕√⁸ ⌐ ∂≡ ╩ ↑╢↓≤⁹ 

 

│ ≢ ╘╢ ≤ ╖ ╦∑≡⁸ ™∏╣⅛─ ꜚ♬♇♩╩ ≈

∏ ⇔⁸ ⇔⌂↑╣┌⌂╡╕∑╪⁹ ⇔⁸ ⅜ ╠ │ ⇔≡

™╢ │⁸ ≤⇔≡⁸ ∆╢ │№╡╕∑╪⁹ 

 

ᵑ ●☻ ה ꜚ♬♇♩  ╩ ↄ∞↕™⁹ 

ᵒ ●☻ ⁸ │ ⌐ ∆╢╙─ ꜚ♬♇♩ 

ᵓ ●☻ ꜚ♬♇♩ 

 

ᵑ⁸ᵒ ┘ᵓ│ ⌐ ⁸ ─ ⅜ ⇔√ ≢╙ ≢⅝╢↓

≤⅜ ≢∆⁹ 
β ᵑ ᵓ│ ●☻╩ ≤∆╢╙─≢⁸ ≈ ⅛╠ ⅜ ↕╣╢╙─⌐ ╡╕∆⁹ 
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≈─ ≢ᵑ≤ᵓ─ ╩ √∆↓≤⅜ ⌂◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛfi◦☻♥ⱶ

╙ ≤⌂╡╕∆⁹ ⇔⁸ ⌐ꜝ▬ⱨꜝ▬fi⅜ ⇔≡╙ ∆╢↓≤╛

⌐ ⌂ ╩ ≢⅝╢╙─⌐ ╡╕∆⁹ 

 

ᵒ≤⇔≡ ●☻ⱥכ♩ⱳfiⱪ ◦☻♥ⱶ╙ ≤⌂╡╕∆⁹ ⇔⁸ ⅜

⇔≡╙ ∆╢↓≤ ┘ ⌐ ⅜ ⌂◄ꜞ▪╩ ⇔⁸∕─ ⌐

∂√ ╩ ≈╙─⌐ ╡╕∆⁹ ◄ꜞ▪⅜ ≢⅝⌂™⁸ │ ╛

⅜ ⇔⌂™ ╙ ╗ │ ≤⌂╡╕∆⁹  

 

  ⌂⅔⁸₈ ₉ ─ │ │ ─╖⌐ ∆╢╙─⌐ ╡╕∆⁹ 

  ⅎ┌ ╛ ⅝ ⇔☿♇♩⌂≥│ │ ─ │≢⅝╕∑╪⁹ 

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉⌐≈™≡ 

☿fi♃כ⅜ ⇔√₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─℮∟₈ ₉≤₈

₉─ │⁸ⱱכⱶⱭכ☺⌐ ⇔╕∆⁹ 

√∞⇔⁸ │ ⅜ ↕╣₈ ₉╩ ╢╕≢│⁸₈ ₉≤

⌂╡╕∆⁹ 
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●☻ │ ─₈ ₉≤₈ ₉─ ⌐≈™≡ 

 

 
₈ ─ ●☻ │ ─ ₉⅜ ╣╢₈ ●☻ │ ₉ 

   

        ₈ ₉≢∆⁹ 

 

₈ ─ ●☻ │ ─ ₉ ₈ ─ ●☻ │ ─ ₉⅜ ╣╢ 

₈ ●☻ │ ₉ 

 

        ₈ ₉≢∆⁹ 

⇔⁸ ●☻ ╩ ∆╢ ≢№∫≡⁸ ─

⅜ ↕╣≡™╢⅛ ⅛╩ ∆╢ ─╖⌐ ↕╣╢ │⁸

≤⇔╕∆⁹ 

 

₈ ─ ●☻ │ ─ ₉─╖⅜ ╣╢₈ ●☻ │ ₉ 

 

        ₈ ₉≢∆⁹ 

 

Ɑכ☺─ ╩↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

 

◦ꜞfi♄כ ◘▬ⱱfi ╩ ↄ ≢─ ─ ⌐≈™≡ 

 

 

↓─ │⁸ ≢─ ─ ⁸ ⅜ ⌂√╘⁸ ☿fi♃כ ≤

≤─ ≢⁸ ─ ─ ⁸ ╩ ⇔√₈ ₉ │↓╣⌐ ∆

╢╙─╩⁸ ⌐ ⇔≡ ⇔≡™√∞⅝╕∆⁹↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

 

₈ ─ ₉⌐≈™≡ 

 

 

⌐ ⌐⅔↑╢ꜝ▬ⱨꜝ▬fi ─√╘⁸ⱳכ♃Ⱪꜟ ─ ╩ ∆╢

│⁸ ≤ ⇔≡ ─ ꜞ☻♩ ┘∕─ ╩ ⇔√ ─

─ ╩ ∆⁸ ─ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ⁸

⌐ ™√∞ↄ ─ ⌐│⁸ ╩ ⇔√℮ⅎ≢⁸ ─╖╩

↕∑√ ≢ ↕∑√ ≤⇔≡⁸ ꜞ☻♩⌐ ™√∞™√ ⅜⁸

⌐ ≢⅝√ ╩ ∆╢⁸ ≤⁸ ─ ─№╢ ─ ╩

⇔╕∆⁹  

╕√⁸ⱱכ♃Ⱪꜟ ╩ ∆╢ │⁸ ≤ ⇔≡ ─ ─

╩ ↄ∞↕™⁹ ◖☺▼Ⱡ꜠כ◦ꜛfi◦☻♥ⱶ─ ╙ ⌐ ╩ ↄ∞↕

™⁹  

 

≤ ↕╣⌂™ ⁸ ─ ╩ ⇔≡™√∞ↄ ⅜№╡╕∆─≢↔

ↄ∞↕™⁹ 
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ה ☿fi♃כ

注１）Ｐ ２の（２）の３）に該当するものは、誓約書を必ず提出しなければなりません。
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⌐ ╦╢ ⅝ 
 

─  

☿fi♃⁸│כ ⌐ ⇔⁸ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ⱱכⱶⱭכ☺⌐

─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

─ ╩ ↑╟℮≤∆╢ │⁸ ≢ │ ⇔≡ ₁─ ⌐

⌐ ☿fi♃כ⅜ ∆╢ ╩ ⇔≡ ↄ∞↕™⁹ 
₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─ ≤ ─ │ ⅜ ─  ќ  

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─ ☻כꜞ ≤ ─ │ ─ ⅜ ─  ќ 

☻כꜞ ≤ ─ │ ─ ─  

 

☿fi♃כⱱכⱶⱭכ☺╟╡♄►fi꜡⁹∆╕⅝≢♪כ  

β ∏ ╩ ™╕∆⁹ 

⌐│⁸ ─ ╩ ⇔≡ ↕™⁹ 

1)  

2) ⌐ ∆╢  

 ᵑ ─  

 ᵒ ●☻ Ᵽꜟ◒ ╩ ∆╢ ⁸ ─  

 

ᵓ ─ ─ ─ ┘∕╣╩ ≢⅝╢  

∆╢  

ᵔ ●☻ ⁸▪▬♁ⱷ  

ᵕ ┘ ∆╢  

ᵖ ┘ ꜞ☻♩ ∆╢  

  ᵗ  

  ᵘ ─ ⇔ 

ᵙ ─ ⇔ 

ᵚꜞכ☻ ∆╢  

ᵛꜞכ☻  

ᵜ ⌐ ∆╢ │ ─™∏╣⅛  

ᵝ ⌐ ∆╢  

        ᵞ  

   3) ⌐№∫≡│⁸ ╟╡ ◔ ⌐ ⇔√╙─≢№╢↓≤  

    ⁸ ◔ ⁸ ⁹ 

   4) ─ ( ─ 5)⁸6)⌐ ∆╢ ╩ ↄ №∫≡│⁸ ⁸

◔ ⁸ ⁹ 

   5) ┘ ⌐№∫≡│⁸ ⁸ ◔ ⁹ 

   6) ┘ ⱴfi◦ꜛfi ⌐№∫≡│⁸ ⁸ ◔ ⁸

─ ⁹ 
   7)∕─ ☿fi♃כ⅜ ╩ ╘╢  

β ≢⅝⌂™ │ ≤⇔≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

β ⅜ ─ ⁸│ ∆╢↓≤⅜≢⅝╕∑╪⁹ 

 

₈ ₉ ┘₈ ₉─ ⌐ ╢  

╩ ∆╢√╘─ ⁸ ⁸∕─ ─ ╩∆╢ │⁸

╩ ≤⇔╕∆⁹√∞⇔⁸ ─ ⁸ ─ ⌐ ∆╢↓≤⅜ ≢№

╢ │ ≤∆╢↓≤⅜≢⅝╕∆⁹ ⁸ ─ ≤╙⁸

⅛╠ ╩ ⇔√ ⁸ ∆╢ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

⅜ ⌐ √⌂™ ⁸ ⌐ ╩ ⇔≡™√∞⅝╕
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∆⅜⁸ ⌂ ≤ ╘ ™ │⁸ ─ ≤⌂╡╕∆⁹↔ ↄ∞↕™⁹  

 

⌐≈™≡ 

⁸ ─ ⁸ ─ ⁸ ┘

⌐ ∆╢ ≢ ↕╣≡™╢ ⁸

⁸ ┘ ⅜ ─ ⁸ ≤⌂╢ │⁸ ─

─ ≤⌂╡╕∆⁹↓─ ─ ─ │ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

1) ─ ╩ ╗⁹ ─ ⁸ ╩╙∫≡ ≤⇔╕∆⁹↓

─ ─ ≤│⁸ ─ ╩™™╕∆⁹ 

2) ─ ⌐ ⱪכꜟ◓╢∆ ⅛╠─ ╩ ╗⁹ ─ │⁸

⅜ ─ ≢№╢≤ ≢⅝╢ │⁸ ╩╙∫≡

≤⇔╕∆⁹↓╣⌐╟╡ ™ │⁸ ─ ─ ─

⌐⅔↑╢ ⌐ ∆╢ ─ ₈ ₉≤™™⁸

⅜ⱴ▬♫☻─ │ ≤∆╢⁹╩╙∫≡ ⅛╠ ─

╩ ™╕∆⁹ 

3) ─ 2 ╩ ↄ⁹ ⅛╠─ ╗⁹ ─  

⅜ ≤ ⌐ ∆╢ ─ ┘ ≤─

≢№╢≤ ≢⅝╢ ⁸ ╩╙∫≡ ≤⇔╕∆⁹↓╣⌐╟╡ ™

│⁸ ─ ─ ─ ⌐⅔↑╢ ⌐ ∆╢

─ ₈ ₉≤™™⁸ ⅜ⱴ▬♫☻─ │ ≤∆

╢⁹ ╩╙∫≡ ⅛╠ ─ ╩ ™╕∆⁹ 

4)₈ ₉ ┘₈ ┘ ₉⌐≈™≡ 

│⁸₈ ₉ ┘₈ ┘ ₉⌐≈™≡│⁸∕╣⅜

⌐ ∆╢ ≢№╢↓≤╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹╕√⁸∕─ ≤⌂╢ ╩

⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 

─ ┘  

1)   ₔ105- 0003  ⱦꜟ  

◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ  

TEL: 03- 6402- 3626 

FAX: 03- 6402- 3691 

ⱱכⱶⱭכ☺    http://www. lpgc . or .jp/  

 

2)  ∏⁸ │ ≢⅔ ™™√⇔╕∆⁹ 

⌐₈ ●☻ Ᵽꜟ◒  ₉

≤ ⌐≡ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●＜申請書作成に当たっての注意事項＞ 
ᵑ ⇔√ │⁸ ╩ →√ ╩ ╖ ⇔╕∑╪─≢⁸ ∏ ⌐◖Ⱨ

≡∫≥╩כ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

ᵒ │⁸ ╩ ╗ ╩ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ ┘ ⅝≢─

│ ≢⅝╕∑╪⁹ 

ᵓ ╛◌ꜝכⱭfi ⁸ ≢ ⇔√ │ ≢⅝╕∑╪⁹ 

ᵔ ─ │⁸ ╩ ∑∏ ≢ ⇔⁸ ⌐ ∆ ╩ ⇔≡ↄ∞↕

™⁹ ≢ ⇔√╙─│ ≢⅝╕∑╪⁹ 

ᵕ ☿fi♃⁸│≢כ ─ ─ │ ™╕∑╪─≢⁸ ⌐ ⇔≡ↄ

∞↕™⁹ 

ᵖ │⁸ ≤ ⌐ ⌂Ɫכ♪◌Ᵽכ( ⱨ□▬ꜟ )─ ⱨ□▬

ꜟ⌐ ∂ ╪≢ↄ∞↕™⁹ 

( ) ┘ │ │◒ꜞ▪ⱳ◔♇♩

─ ─╙─ ⌐ ╣≡ ⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

β ─ │ ─ │ ⁸ ─ │ ≤⇔≡ↄ∞↕™⁹ 
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1) ☿fi♃⁸│כ ⌐ ╢ ─ ⁸ ⌐ ╡⁸ ⅜

─ ⌐ ∆╢≤ ╘√≤⅝│⁸ ⌐╟╢₈ ₉⌐╟╡

⌐∕─ ╩ ⇔╕∆⁹⌂⅔⁸ ╩ ⅎ╢ ⅜№∫√ ⁸ ⌐ ⇔√

≢╙ ⌐╟╡⁸₈ ₉ │ ╩ ⇔≡₈

₉≢ ⌐ ╩ ™╕∆⁹ 

2) ☿fi♃⁸│כ ─ ⁸╕√│⁸ ⅜ ≢⌂™≤ ╘√≤⅝ │⁸

╩ ⇔≡ ≤⇔√ ╩ ⌐ ⇔╕∆⁹ 

3) ☿fi♃⁸1│כ)─ ⌐ ⌐ ∂≡ ╩ ↑╢↓≤⅜№╡╕∆⁹ 

4) ☿fi♃כ╟╡ ╩ ↑√ │ ₈ ₉≤™™╕∆⁹ │⁸

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─ ⌐ ╢ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╕∆⁹ 

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─ ⌐ ╢ │⁸ ≤⇔╕∆⁹

⌐ ⇔≡™╢ │ ─ ≤⌂╡╕∆⁹↔ ↄ∞↕™⁹ 

 

─  

1) ↕╣√ ⌐ ⅜ ∂╢ ⁸ │⁸№╠⅛∂╘ ⌐╟╢

₈ ₉╩ ☿fi♃כ⌐ ⇔⁸∕─ ╩ ↑⌂↑╣┌⌂╡╕

∑╪⁹√∞⇔⁸ ⌐ ╘╢ ⌂ ─ │ ⌐╟╢₈

₉╩ ☿fi♃כ⌐ ⇔≡ↄ∞↕™⁹ 

 ⌂⅔⁸ │ ─ ≢∆⁹ 

2) ☿fi♃⁸│כ ⌐ ∆╢ ─ ⅜ ≢№╢≤ ╘√

≤⅝│⁸∕─ ╩ ⌐╟╢₈ ₉⌐╟╡ ⌐

⇔╕∆⁹ 

3) ☿fi♃⁸│כ ─ ⌐ ⇔≡⁸ ⌐ ∂≡ ╩ ∆↓≤⅜№╡╕∆⁹ 
β ─ ⇔ↄ│ ╩ ⇔⁸ │ ⇔╟℮≤∆╢≤⅝ ┘∕─ ⁸ ☿fi♃כ⅜

≤ ╘ ⇔√ │ ∏ ↄ∞↕™⁹ 

 

 P12 P15 

 

⌐ ∆╢  P16 P17 

─ ( )  P18 P27 

 

─ ∂  P28 
 

─  P29 P32 

 

⌐ ∆╢ ─  P33 P34 
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（様式第１）                                                       （１／４） 
 

一般財団法人 エルピーガス振興センター 理事長 殿               平成  年  月  日 
 

平成  年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助

金（石油ガス災害バルク等の導入に係るもの）交付申請書 

 

 業務方法書第８条第１項の規定に基づき、以下のとおり補助金の交付を申請します。 

 

 

１．申請者（補助対象ＬＰガス設備の購入者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
【法人番号                          】   

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  FAX  

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

リース業が定款に掲げられているか（掲げられていないのに、リー

スをした場合は、補助金の対象外となります） 
いる。           いない。 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ  

 

所属部署名 

フリガナ  

 

住所※ 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  

※振興センターからの通知書類等は「実務担当者住所」欄の住所へ送付します。 

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
【法人番号                          】  

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  FAX  

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A4 とすること。 
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印 

 

 

（様式第１）                                                         （２／４） 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者）の続き 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ  

 

所属部署名 
フリガナ  

 

住所※ 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

※申請者と管理者が同一の場合は記入不要です。 

 

３．補助対象ＬＰガス設備の設置先 

設
置
先 

名

称 

フリガナ  
代表者名 

フリガナ  

  

種

別 

1  新築 

 

2  既築 

業務方法書第４条第２項第３号に記載されている 

①に係わる施設（                       ） 

②に係わる施設（                       ） 

③に係わる施設（                       ） 

住

所 

郵便番号 フリガナ  

 － 

 
都・道 

府・県 

 

 

 
電話番号： 

 

 

４．履行補助者（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する） 

申
請
者
名 

フリガナ  
 担

当
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  販売登録番号  

 

５．申請する補助事業の概要 

（１）概要 

 

 

 

 

 

 

 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                       （３／４） 

 

（２）石油ガス災害バルク等の明細 
名称、製造事業者（又は販売元）、型番（石油ガス災害バルクユニットにあっては指定を受けた型番）、数量を記載 

 

 

 

 

６．補助金交付申請額 

（１）補助事業に要する経費 円（税抜） 

（２）補 助 対 象 経 費 円（税抜） 

（３）補 助 金 交 付 申 請 額 円（税抜） 

 

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額 

項 目 
補助事業に要する 

経費（税抜） 
補助対象経費（税抜） 補助率 

補助金交付申請額 

（税抜） 

① 設 備 費 円 円 
 

 

 

② 設置工事費 円 円 

合 計 
 

円 

 

円 

1/2 又は 

2/3 

 

円 
※６．の（１）、（２）及び（３）と一致させること。 

 

８．補助事業の開始及び完了予定日 

開始予定日 交付決定日以後 完了予定日 平成  年  月  日 

※「補助事業完了予定日」は、 ⅜ ─ ╩ ↑ ⁸∕─ ─ ╩ ╕∑╢ ╩™™

╕∆⁹ 

 

９．確認事項（いずれかに○） 

（１）本事業に関し、他の国庫補助金を受けている 
（本事業に関し、国の補助金を、同一設備等に対して受ける場合

は申請できません） 

はい   ・   いいえ 

（２）本事業に関し「補助事業者自身・子会社・関連会社」

の有無 
（本事業に関し、補助事業者自身・「出資比率１５％以上の会社」

を工事請負契約者又は資材購買契約者の対象とする場合は、

利益排除を行わねばなりません） 

有   ・   無 

（３）業務方法書第７条の各項に該当する者(法人にあっ

てはその役員)ではない 

(該当する場合には申請できません) 

はい   ・   いいえ 

（４）国土強靱化地域基本計画等に基づき行われる事

業であるか否か(確認できる書類はあるか) 
はい   ・   いいえ 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                       （４／４） 

 

９．確認事項（いずれかに○）の続き 

(５) 災害対策基本法に基づき地震防災対策強化地域等

に指定されている市区町村に設置されるものである

か否か。 

はい   ・   いいえ 

（６）業務方法書第２４条に基づき、災害発生時には石油

ガス災害バルク等の稼働状況を速やかに所定様式で

報告できる。 

はい   ・   いいえ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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平成○○年○月○○日 

○○○株式会社 御中 
 

 

見積依頼書 
 

株式会社○○○○  ㊞ 

○○○部○○○課   

氏名 ○○ ○○ ㊞ 

 

 

１． 工事名称   石油ガス災害バルク設置工事（於：○○○） 

 

２． 実施場所   ○○県○○市○○区○町○丁目○－○他 

 

３． 工事期間   着工予定   平成２９年  ○月上旬 

          完成予定   平成２９年 ○月中旬 

 

４． 工事範囲   当社が、別紙により指示した範囲とします。 

 

５． 見積様式   見積項目は①設備費及び②設置工事費に分類すること。 

          ①設備費とは、補助対象の石油ガス災害バルク容器一式及び補助対象の燃

焼機器類の購入費用をいう。 

          ②設置工事費とは、補助対象の石油ガス災害バルク容器一式及び補助対象

の燃焼機器類の設置工事に係る費用（設計・運搬・搬入費含む）をいう。 

 

６． 見積金額   単価、金額については、全て消費税を含まないものとし、見積の各項目が

一式で５０万円以上の場合、及び単価、数量によるものについては、それ

ぞれについて見積項目の内訳を記載すること。また、値引きの際はどの項

目に対して行うのか明確に示してください。（一括値引きは認めません） 

 

７． 提出期限  （１）日 時 平成２９年○月○○日（○）１７：００まで 

             （※ 郵送の場合「親展」として指定時間厳守のこと） 

         （２）提出先  株式会社○○○、○○○部○○○課 

               宛て先  課長 ○○○○ 

 

８． 業者決定   見積書と内訳明細の両面及び工程表より検討の上査定し、社内規定等に基

づき最も適切な見積提出者を請負業者と、別途請負契約を締結し、正式決

定、発注といたします。  

 

 

以 上 
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参考様式2（見積書）

項目 数量 単位 金　　　額

1 0

2 0

0

0

設備費

御　見　積　書
御中

見積価格

御支払条件

御受渡場所

備　　　　考

品名仕様 単　　　価

設置工事費等

消費税　　　8％

総合計

合　計

注：①上記見積を提出させるために作成した見積依頼書を併せて提出。

　　 ②上記項目の内訳詳細（形式・能力、数量、単位、単価）を別紙として添付。

飽く迄も参考様式ですので、各社のフォーマットで
作成されたものを受領のうえ、写しを添付ください。
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品　　　　　　名 数量 単位 単　価 金　　額

○○へ石油ガス災害バルク等を設置

1 設備費

1-1-1石油ガス災害バルク取り出しヘッダー付き 1 基 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-2供給ユニット（圧力調整器等） 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-3低圧フレキ管 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-4マイコンメータ 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-5バルクベース 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-6ガードパイプ 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-7ガス検知器 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-8ガス検知器・残ガス警報通信設備 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-9ガス栓ボックス（防滴型） 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

1-1-10支柱ユニット 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

1-2-1ＬＰガス発電・照明ユニット　ＬＰガス発電機 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投光器 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切替盤 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

1-3-1燃焼器（調理・炊飯・暖房）ユニット 1 式 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

1-4-1給湯ユニット 1 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

2 設置工事費等

2-1-1バルク容器等基礎工事代 1 式 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

2-2-1発電機基礎工事代

小計 ＊＊＊＊

2-3-1電気工事代 ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

2-3-2電気工事代（常用配線分） ＊＊＊＊

小計 ＊＊＊＊

2-4-1ガス工事代（常用配管分） ＊＊＊＊

小計

合計　（補助対象分） ＊＊＊＊＊＊

合計　（補助対象外分） ＊＊＊＊＊＊

総合計（補助対象外を含め、消費税を除く） ＊＊＊＊＊＊

消費税　　　8％ ＊＊＊＊

総合計 ＊＊＊＊＊＊

─ ╙⁸ ⌐ ⇔≡ ↕™⁹

≢ ╩ ⅎ╢ ⌐≈™≡│⁸Ⱪ꜠כ◒♄►fi↕∑≡ↄ∞↕™⁹

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

（別紙）内訳明細

仕　　様

＊＊＊＊＊
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別紙３（リース料減額証明書兼計算書）

(リース利用者（設置場所を所有又は管理する者）） （リース事業会社）

【住所】 【住所】

【名称】 【会社名】

印 印

＜リース減額証明書＞

　　２．当該補助金交付を前提に、補助金相当額 円を物件金額（販売価

格ベース） 円の一部に充当します。

　　３．予定の補助金の交付を受けられない場合は、上記の補助金相当額をお支払いただくか、

　　　　補助金相当額充当前のリース料に変更いたします。

＜リース料計算書＞

 　当該「補助対象ＬＰガス設備」のリース契約の補助金相当額充当後のリース料は、下記のとおりです。

　２．物　件　金　額

（販売価格ベース）

　３．リース期間

　４．補助金相当額 円（消費税等額別）

　５．補助金相当額充当後

　　　の物件金額

　６．補助金相当額充当前

　　　の月額リース料

　　　（月リース料率） 　　　　　　　　月リース料率

　７．補助金相当額充当後

　　　の月額リース料

　　　（月リース料率） 　　　　　　　　月リース料率

  円（消費税等額別）

　１．物　　件　　名

　　１．弊社は、一般財団法人エルピーガス振興センターが行う「平成２９年度災害時に備えた社会的重要インフラへの

　　　 自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事

　　　 業のうち、石油ガス災害バルク等の導入に係るもの）の補助金を利用し「補助対象ＬＰガス設備」をリースする予定

        でおります。

日平成 年 月

リース料減額証明書兼リース料計算書

円（消費税等額別）

円（消費税等額別）

記

円（消費税等額別）
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（購入して設置した場合） 

 

ủủ ủủ ủủ  

 

◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ  

 

    

 ⌐№∫≡│  

┘ ─   

─ │ ⁸ ─ │ 

╩  

 

   

 

│ │ ◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ⅜ ℮₈ ⌐ ⅎ√

▬fiⱨꜝ┼─ ⌂ ─ ⌐ ⅎ√ ▬fiⱨ

ꜝ┼─ ⌂ ─ ─℮∟⁸ ●☻ Ᵽꜟ◒ ─ ⌐ ╢╙─ ₉╩ ⇔

≡⁸ ủủ ₃₃ ủủ ≢ ⌐₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉╩ ⇔╕⇔√⁹ 

 

│⁸ 

⌐ ⇔≡⁸ ⌐ ≤⇔≡ ≢⅝╢ ╩ ∆╢↓≤⁹ 

⌐│⁸ủủủủ≤─ ⌐ ≠⅝ ⌐ ≤⇔≡─ ╩ ℮↓≤⁹ 

⌐ ⇔≡⁸ ⅛╠ ⌐ ⌐ ⅎ√ ה ╩ ∆╢↓≤⁹ 

⌐ ≠⅝⁸ ủủủủ⅜ ⌐│ ●☻ Ᵽꜟ◒ ─

╩ ╛⅛⌐ ≢ ∆╢↓≤⁹ 

╩ ™╕∆⁹ 

 

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

ủủ ủủ ủủ ủủ ủủ ủủ  ủủủ ⅜№╣┌  

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

 

 

 
注）上記の設置日は検収日とすること。 
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（リース会社からリースを受けて設置した場合） 

 

ủủ ủủ ủủ  

 

◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ  

 

   

 ⌐№∫≡│  

┘ ─   

─ │ ⁸ ─ │ 

╩  

 

   

 

│ │ ◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ⅜ ℮₈ ⌐ ⅎ√

▬fiⱨꜝ┼─ ⌂ ─ ⌐ ⅎ√ ▬fiⱨ

ꜝ┼─ ⌂ ─ ─℮∟⁸ ●☻ Ᵽꜟ◒ ─ ⌐ ╢╙─ ₉╩ ⇔

≡⁸ ủủ ₃₃ ủủ ≢ ⌐₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉╩ủủꜞכ☻ ╩☻כꜞ╠⅛

↑≡ ⇔╕⇔√⁹ 

 

ủủꜞכ☻ ─ │⁸ 

⌐ ⇔≡⁸ ⌐ ≤⇔≡ ≢⅝╢ ╩ ∆╢↓≤⁹ 

⌐│⁸ủủủ≤─ ⌐ ≠⅝ ⌐ ≤⇔≡─ ╩ ℮↓≤⁹ 

⌐ ⇔≡⁸ ⅛╠ ⌐ ⌐ ⅎ√ ה ╩ ∆╢↓≤⁹ 

⌐ ≠⅝⁸ ủủủủ⅜ ⌐│ ●☻ Ᵽꜟ◒ ─

╩ ╛⅛⌐ ≢ ∆╢↓≤⁹ 

╩ ™╕∆⁹ 

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

 

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

ủủ ủủ ủủ ủủ ủủ ủủ  ủủủ ⅜№╣┌  

₈ ●☻ Ᵽꜟ◒ ₉─  

 

 

 
注）上記の設置日は検収日とすること。 
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 ◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ 

  

 

 

⌐ ∆╢  

 

 

≢№╢ │ ⁸ ≢№╢ │ │⁸ ⌐ ⅎ√ ▬fiⱨꜝ┼─

⌂ ─ ⌐ ⅎ√ ▬fiⱨꜝ┼─ ⌂ ─

─℮∟⁸ ●☻ Ᵽꜟ◒ ─ ⌐ ╢╙─ ─ ─ ╩∆╢⌐ √∫≡⁸╕√⁸

─ ┘ ⌐⅔™≡│⁸ ─™∏╣⌐╙ ⇔⌂™↓≤╩ ™√⇔╕∆⁹↓─

⅜ ≢№╡⁸ │↓─ ⌐ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ ⅜ ╩ ╢↓≤≤⌂∫≡╙⁸ │

⇔ ≡╕∑╪⁹ 

 

 

 

( ) ⁸ │ ╩™℮⁹ ⅜⁸ ⌐╟╢ ⌂ ─ ⌐ ∆

╢ 77 ⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ≢№╢≤⅝ │

─ ≢№╢ │∕─ ⁸ ≢№╢ │ ⁸ ≢№╢ │ ⁸

⁸∕─ ⌐ ⌐ ⇔≡™╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ⅜⁸ ⌐

∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ≢№╢≤⅝ 

( ) ⅜⁸ ⁸ ⇔ↄ│ ─ ─ ╩ ╢ │ ⌐ ╩ ⅎ╢ ╩

╙∫≡⁸ │ ╩ ∆╢⌂≥⇔≡™╢≤⅝ 

( ) ⅜⁸ │ ⌐ ⇔≡⁸ ╩ ⇔⁸ │ ╩ ∆╢⌂≥ №╢

™│ ⌐ ─ ⁸ ⌐ ⇔⁸ ⇔ↄ│ ⇔≡™╢≤⅝ 

( ) ⅜⁸ │ ≢№╢↓≤╩ ╡⌂⅜╠↓╣≤ ⌐ ↕╣╢═⅝ ╩

⇔≡™╢≤⅝ 

  

  

 

 

         

 

              

 ⌐№∫≡│   

┘ ─     

 
─ │ ⁸ ─  

│ ╩  
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◌♫  
 

   
    

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 
 

 ⌐≈™≡│⁸ ◌♫ ⁸ ≤ ─ ╙ ≢ ⱴ☻ ↑ ⁸ ⁸ ≤ ─ ╙ ≢

ⱴ☻ ↑ ⁸ ≢ │ T⁸ │ S⁸ │ H⁸ │ ⁸ ≢ │M⁸ │ F ⁸

┘ ╩ ∆╢⁹ 

 ╕√⁸ ⌐≈™≡│⁸ ⌐│▪ꜟⱨ□ⱬ♇♩╩⁸ ◌♫ │ ▪ꜟⱨ□ⱬ♇♩─◌♫ ╖╩ ∆╢↓

≤⁹ 
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※ 

ク
リ
ア
ポ
ケ
ッ
ト 

 
 

(

別
紙
６)

・ (

別
紙
７) 

 
 

誓
約
書
の
案(

別
紙
４) 

リ
ー
ス
契
約
書
・
減
額
証
明
書
兼
計
算
書 

 
 

 
 

(

別
紙
３ 

)

の
案 

見
積
依
頼
書
・見
積
書
等
（ 

考
様
式
１
・２ 

) 

交付申請書の綴じ方等 

 

１）提出先    一般財団法人 エルピーガス振興センター 助成事業室 

２）住所等    〒105-0003   東京都港区西新橋三丁目５番２号 西新橋第一法規ビル５Ｆ 

TEL (03) 6402-3626,FAX (03) 6402-3691 

              ホームページ http://www.lpgc.or.jp 

３）受付     9:00～17:30（祝・祭日、年末年始を除く月～金） 

 

 

①提出した申請書等は、交付申請を取下げた場合等を含み一切返却しませんので、必ず事 

 前にコピーをとって保管してください。 

②提出書面は、原則普通紙（再生紙を含む）を使用してください。感熱紙及び青焼きでの 

 申請は受理できません。 

③鉛筆やカラーペン（黒、青色以外）で記載した書面は受理できません。 

④訂正の場合は、修正液を使用せず二重線で消し、訂正印（申請書に捺す印）を捺してく 

 ださい。修正液で訂正したものは受理できません。 

⑤振興センターでは、提出書類等の記入事項の修正は一切行いませんので、 

確実に記入してください。 

⑥提出書類はＡ４版の自立可能なハードカバーのファイルに下記の通り綴じ込んでください。 

 

（参考）申請書のファイリング 

 

                                 

 

 

                    

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予
定
行
程
表 

(

別
紙
２) 

●＜申請書作成に当たっての注意事項＞ 

＜背表紙＞ ＜表紙＞ 

電
気
配
線
・
系
統
図
と
負
荷
リ
ス
ト( 

別
紙
５ ) 

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
配
管
図 

(

平
面
図
・ア
イ
ソ
メ
図) 

地
方
自
治
体
と
の
協
定
書
等 

(

予
定
含
む) 

 

敷
地
全
体
配
置
図
・設
備
の
配
置
図
・写
真 

補
助
事
業
実
施
場
所
の
地
図 

実
施
計
画
書 

 

別
紙
１ 

交
付
申
請
書
（様
式
第
１
） 

  
 

 
 

 
 

 
平成２９年度 

災害時に備えた社会的重要イン

フラへの自衛的な燃料備蓄の推

進事業費補助金（石油ガス災害

バルク等の導入に係るもの） 

 

交付申請書 

 
平成２９年〇月 

社会福祉法人○○ 

 

 

計

画 

 
2 

提出資料に直接貼付せず

に、インデックスを付す 
P９、（３）の 3)、4)、5)、6)に該当する

者は、該当する番号に記載された

各々の書類をクリアポケットに 

入れて添付する。 

 

それ以外の書類は普通にファ

イルしてください。 

別

添 
3 

4 

5 

1 

申

請 

申請者名を記入

してください 

6 

9 

7 

8 

 

平
成
29
年
度 

災
害
時
に
備
え
た
社
会
的
重
要
イ
ン
フ
ラ
へ
の
自
衛
的
な
燃
料
備
蓄
の

推
進
事
業
費
補
助
金
（ 

石
油
ガ
ス
災
害
バ
ル
ク
等
の
導
入
に
係
る
も
の
）  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

交
付
申
請
書 

 

社
会
福
祉
法
人 

○
○ 

http://www.lpgc.or.jp/
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（様式第１）                                                   （１／４） 

一般財団法人 エルピーガス振興センター 理事長 殿              平成２９年○月○○日 
 

平成２９年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助

金（石油ガス災害バルク等の導入に係るもの）交付申請書 

 

 業務方法書第８条第１項の規定に基づき、以下のとおり補助金の交付を申請します。 

 

 

１．申請者（補助対象ＬＰガス設備の購入者） 

申
請
者
名 

フリガナ シンコウリースカブシキガイシャ  

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ ダイヒョウトリシマリヤクシンコウイチロウ 

振興リース株式会社 
【法人番号   ×××××××××××××   】  

代表取締役 振興 一郎 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ トウキョウト         ミナトクニシシンバシ３チョウメ５バン２ゴウ 

105 － 
東京 

都・道 

府・県 
港区西新橋４丁目２番５号 

0001 

電話番号 03-6402-○○○○ FAX 03-6402-△△△△ 

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

リース業が定款に掲げられているか（掲げられていないのに、リー

スをした場合は、補助金の対象外となります） 
いる。           いない。 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ カチョウ コウシン タロウ 

課長 興振 太郎 

所属部署名 

フリガナ ホウジンリースブ イッカ 

法人リース部 一課 

住所※ 

郵便番号 フリガナ トウキョウト               ミナトクニシシンバシ３チョウメ５バン２ゴウ 

105 － 
東京 

都・道 

府・県 
港区西新橋４丁目２番５号 

0001 

電話番号 03-6402-○○○○ ＦＡＸ 03-6402-○○○○ 

e-mail kohsin@mail.co.jp 

※振興センターからの通知書類等は「実務担当者住所」欄の住所へ送付します。 

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者） 

申
請
者
名 

フリガナ シャカイフクシホウジン シンコウカイ  

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ リジチョウ センタイチロウ 

社会福祉法人 振興会 
【法人番号   ×××××××××××××   】 

理事長 線太 一郎 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ トウキョウト   チヨダクマルノウチ○チョウメ○バン○ゴウ 

100 － 
東京都 

都・道 

府・県 
千代田区丸の内〇丁目〇番〇号 

0005 

電話番号 03-△△△△-○○○○ FAX 03-△△△△-××× 

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A4 とすること。 
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印 

（様式第１）                                                         （２／４） 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者）の続き 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ ブチョウ センタ サブロウ 

部長 線太 三郎 

所属部署名 

フリガナ ソウムブ 

総務部 

住所※ 

郵便番号 フリガナ トウキョウト   チヨダクマルノウチ○チョウメ○バン○ゴウ 

100 － 
東京都 

都・道 

府・県 
千代田区丸の内〇丁目〇番〇号 

0005 

電話番号 03-△△△△-○○○○ ＦＡＸ 03-△△△△-××× 

e-mail s-senta@.com 

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

※申請者と管理者が同一の場合は記入不要です。 

 

３．補助対象ＬＰガス設備の設置先 

設
置
先 

名

称 

フリガナ シズオカビョウイン 

代表者名 

フリガナ インチョウ タセン ツヨシ 

静岡病院 院長 太線 強 

種

別 

1  新築 

 

2  既築 

業務方法書第４条第２項第３号に記載されている 

①に係わる施設（ 病院                  ） 

②に係わる施設（                       ） 

③に係わる施設（                       ） 

住

所 

郵便番号 フリガナ  

○○○ － 
静岡 

都・道 

府・県 
静岡市□□区△△町×丁目××番×××号 

電話番号：××-×××-×××× ○○○ 

 

４．履行補助者（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する） 

申
請
者
名 

フリガナ   担
当
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  販売登録番号  

 

５．申請する補助事業の概要 
 
（１）概要 

①社会福祉法人振興会は、自らが運営する「静岡病院」に、下記（２）記載の石油ガス災害バルク等をリースで設置

し、災害時に病院の入院・来院患者並びに近隣の住民等に対し、炊出し及び緊急救援措置等のための電源確

保に役立てる。なお、炊出しについては既にある調理機器 も使用する。 

① 振興リース株式会社は、下記（２）記載の石油ガス災害バルク等を購入したうえで、社会福祉法人振興会とリー

ス契約を締結し、社会福祉法人振興会にリースする。 

 

 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                         （３／４）     

 

（２）石油ガス災害バルク等の明細 
名称、製造事業者（又は販売元）、型番（石油ガス災害バルクユニットにあっては指定を受けた型番）、数量を記載 

① 石油ガス災害バルク ○○株式会社、JUS3N3×１基 

② 非常用 LP ガス発電機 株式会社○○、□□□‐◇◇×１台 

③ 非常用投光器 △△株式会社 ＊＊＊＊×１台 

④ ＬＰガス炊飯器 ◎◎株式会社 ●●●●×１台 

 

６．補助金交付申請額 

（１）補助事業に要する経費 ５，４００，０００円（税抜） 

（２）補 助 対 象 経 費 ４，７６０，０００円（税抜） 

（３）補 助 金 交 付 申 請 額 ２，３８０，０００円（税抜） 

 

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額 

項 目 
補助事業に要する 

経費（税抜） 
補助対象経費（税抜） 補助率 

補助金交付申請額 

（税抜） 

①設 備 費 ４，４００，０００円 ４，１６０，０００円 
 

 

 

②設置工事費 １，０００，０００円 ６００，０００円 

合 計 ５，４００，０００円 ４，７６０，０００円 
1/2 又は 

2/3 
２，３８０，０００円 

※６．の（１）、（２）及び（３）と一致させること。 

 

８．補助事業の開始及び完了予定日 

開始予定日 交付決定日以後 完了予定日 平成○○年○○月○○日 

※「補助事業完了予定日」は、 ⅜ ─ ╩ ↑ ⁸∕─ ─ ╩ ╕∑╢ ╩™™

╕∆⁹ 

 

９．確認事項（いずれかに○） 

（１）本事業に関し、他の国庫補助金を受けている 
（本事業に関し、国の補助金を、同一設備等に対して受ける場合

は申請できません） 

 

はい   ・   いいえ 

（２）本事業に関し「補助事業者自身・子会社・関連会社」

の有無 
（本事業に関し、補助事業者自身・「出資比率１５％以上の会社」

を工事請負契約者又は資材購買契約者の対象とする場合は、

利益排除を行わねばなりません） 

有   ・   無 

（３）業務方法書第７条の各号に該当する者(法人にあっ

てはその役員)ではない 
(該当する場合には申請できません) 

はい   ・   いいえ 

(４) 国土強靱化地域基本計画等に基づき行われる事業

であるか否か(確認できる書類はあるか) 
はい   ・   いいえ 

 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                       （４／４） 

 

９．確認事項（いずれかに○）の続き 

(５) 災害対策基本法に基づき地震防災対策強化地域等

に指定されている市区町村に設置されるものであるか否

か。 

はい   ・   いいえ 

(６)業務方法書第２４条に基づき、災害発生時には石油

ガス災害バルク等の稼働状況を速やかに所定様式で報

告できる。 

はい   ・   いいえ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                       （１／４） 
 

一般財団法人 エルピーガス振興センター 理事長 殿               平成  年  月  日 
 

平成  年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助

金（石油ガス災害バルク等の導入に係るもの）交付申請書 

 

 業務方法書第８条第１項の規定に基づき、以下のとおり補助金の交付を申請します。 

 

 

１．申請者（補助対象ＬＰガス設備の購入者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
【法人番号                        】 

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  FAX  

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

リース業が定款に掲げられているか（掲げられていないのに、リー

スをした場合は、補助金の対象外となります） 
いる。           いない。 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ  

 

所属部署名 

フリガナ  

 

住所※ 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  

※振興センターからの通知書類等は「実務担当者住所」欄の住所へ送付します。 

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
【法人番号                          】 

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  FAX  

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

 
※※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは、日本工業規格 A4 とすること。 
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印 

（様式第１）                                                         （２／４） 

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける者）の続き 

実
務
担
当
者

※ 

氏名 

（役職・氏名） 

フリガナ  

 

所属部署名 
フリガナ  

 

住所※ 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。 

※申請者と管理者が同一の場合は記入不要です。 

 

３．補助対象ＬＰガス設備の設置先 

設
置
先 

名

称 

フリガナ  
代表者名 

フリガナ  

  

種

別 

1  新築 

 

2  既築 

業務方法書第４条第２項第３号に記載されている 

①に係わる施設（                       ） 

②に係わる施設（                       ） 

③に係わる施設（                       ） 

住

所 

郵便番号 フリガナ  

 － 

 
都・道 

府・県 

 

 

 
電話番号： 

 

 

４．履行補助者（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する） 

申
請
者
名 

フリガナ   担
当
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  販売登録番号  

 

５．申請する補助事業の概要 

（１）概要 

 

 

 

 

 

 

 
 

※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 

 



38 

 

（様式第１） 

                                                       （３／４） 

（２）石油ガス災害バルク等の明細 
名称、製造事業者（又は販売元）、型番（石油ガス災害バルクユニットにあっては指定を受けた型番）、数量を記載 

 

 

 

 

６．補助金交付申請額 

（１）補助事業に要する経費 円（税抜） 

（２）補 助 対 象 経 費 円（税抜） 

（３）補 助 金 交 付 申 請 額 円（税抜） 

 

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額 

項 目 
補助事業に要する 

経費（税抜） 
補助対象経費（税抜） 補助率 

補助金交付申請額 

（税抜） 

① 設 備 費 円 円 
 

 

 

② 設置工事費 円 円 

合 計 
 

円 

 

円 

1/2 又は 

2/3 

 

円 
※６．の（１）、（２）及び（３）と一致させること。 

 

８．補助事業の開始及び完了予定日 

開始予定日 交付決定日以後 完了予定日 平成  年  月  日 

※「補助事業完了予定日」は、 ⅜ ─ ╩ ↑ ⁸∕─ ─ ╩ ╕∑╢ ╩™™

╕∆⁹ 

 

 

９．確認事項（いずれかに○） 

（１）本事業に関し、他の国庫補助金を受けている 
（本事業に関し、国の補助金を、同一設備等に対して受ける場合

は申請できません） 

 

はい   ・   いいえ 

（２）本事業に関し「補助事業者自身・子会社・関連会社」

の有無 
（本事業に関し、補助事業者自身・「出資比率１５％以上の会社」

を工事請負契約者又は資材購買契約者の対象とする場合は、

利益排除を行わねばなりません） 

有   ・   無 

（３）業務方法書第７条の各号に該当する者(法人にあっ

てはその役員)ではない 
(該当する場合には申請できません) 

はい   ・   いいえ 

(４)国土強靱化地域基本計画等に基づき行われる事業

であるか否か(確認できる書類はあるか) 
はい   ・   いいえ 

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１）                                                       （４／４） 

 

９．確認事項（いずれかに○）の続き 

( ５) 災害対策基本法に基づき地震防災対策強化地域等

に指定されている市区町村に設置されるものであるか否

か。 

はい   ・   いいえ 

(６)業務方法書第２４条に基づき、災害発生時には石油

ガス災害バルク等の稼働状況を速やかに所定様式で報

告できる。 

はい   ・   いいえ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ 

         

 

                     

                           ⌐№∫≡│  

┘ ─      

 

 

  災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（石油

ガス災害バルク等の導入に係るもの）  

 

 

─ ⌐ ≠⅝⁸ ─ ⌐╟╡ ╡ →╕∆⁹ 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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◄ꜟⱧכ●☻ ☿fi♃כ 

         

 

       

                           ⌐№∫≡│  

┘ ─      

 

 

  災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（石油

ガス災害バルク等の導入に係るもの）  

 

 

      ≢ ╩ ↑√ ⌐≈™≡⁸

1 ─ ⌐ ≠⅝⁸ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

  

 

─    
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※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 

※この用紙の大きさは日本工業規格 A４とすること。 
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（様式第１２）                                                    （１／４） 

 

一般財団法人 エルピーガス振興センター 理事長殿                平成  年  月  日 

 

平成  年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（石油

ガス災害バルク等の導入に係るもの）実績報告書 
 

業務方法書第１８条第１項に基づき、下記のとおり報告します。 

 

補助金交付番号  
交付決定通知又は計画

変更後の補助金の額 円 

 
１．補助事業者（補助対象ＬＰガス設備の購入者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
 【法人番号                      】 

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 ― 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

業務方法書第３条第３号に規定する中小企業者 である。           ではない。 

リース業が定款に掲げられているか（掲げられていないのに、リー

スをした場合は、補助金の対象外となります） 
いる。           いない。 

設

置

先 

名称 

フリガナ  

代表者名 

フリガナ  

  

種別 
1  新築 

 

2  既築 

業務方法書第４条第２項第３号に記載されている 

①に係わる施設（                       ） 

②に係わる施設（                       ） 

③に係わる施設（                       ） 

住所 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 

 

 
電話番号：  

 
 

２．補助金の振込先について【補助事業者の本人名義】 

金融機関名  支店名  

預金種別 １．普通     ２．当座 口座番号        

口座名義（漢字） 口座名義（カナ） 

  

 
※本用紙のコピーを大切に補助事業の会計年度終了から５年間保管すること。 
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（様式第１２）                                                 （２／４） 

３．共同申請者（補助対象 LP ガス設備のリースを受ける者） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

 
【法人番号                     】 

 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

 

４．補助対象 LP ガス設備の管理者 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

 

５．履行補助者ついて（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する） 

申
請
者
名 

フリガナ   

 

社印 

代
表
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  販売登録番号  

６．実施した補助事業の概要 

（１）概要 

 

 

 

 

（２）石油ガス災害バルク等の明細 
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（様式第１２）                                                    （３／４） 

７．補助金の額 

（１）補助事業に要した経費 円（税抜） 

（２）補助対象経費 円（税抜） 

（３）補助金の額 円（税抜） 

 

 

８．補助事業に要した経費、補助対象経費及び補助金の額（全て税抜金額） 

項 目 
補助事業に 

要した経費 
補助対象経費 補助率 補助金の額 

① 設備費 円 円 

 

 

 

② 工事費 円 円 

合 計 

(1)※ 

円 

(2)※ 

円 
1/2 

又は 

2/3 

(3)※ 

円 

※７．の(1)、(2)及び(3)と一致させること。 

 

９．補助事業の開始及び完了日 

 

開始日 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

完了日 

 

 

平成  年  月  日 

 
※「補助事業完了日」とは、補助事業者が設備及び設置工事費の代金の支払いを済ませた年月日をいいます。 

 

１０．確認事項（いずれかに○） 

（１）本事業に関し、他の国庫補助金を受けている 
（同一の設備及び工事等に他の国の補助金を受けている場

合は申請できません） 

はい   ・   いいえ 

（２）本事業に関し「補助事業者自身・子会社・関連会社」

の有無 
（本事業に関し、補助事業者自身・「出資比率１５％以上の会

社」を工事請負契約者又は資材購買契約者の対象とする場

合は、利益排除を行わねばなりません） 

有り  ・   無 

（３）業務方法書第７条の各号の規定に該当する者(法人

にあってはその役員)ではない。 
(該当する場合にはそもそも申請できません) 

はい   ・   いいえ 
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（様式第１２）                                                       （４／４） 

 

１０．確認事項（いずれかに○）の続き 

(４) 国土強靱化地域基本計画等に基づき行われる事業で

あるか否か(確認できる書類はあるか) 
はい   ・   いいえ 

(５) 災害対策基本法に基づき地震防災対策強化地域等

に指定されている市区町村に設置されるものである

か否か。 

はい   ・   いいえ 

（６）業務方法書第２４条に基づき、災害発生時には石油

ガス災害バルク等の稼働状況を速やかに所定様式で

報告できる。 

はい   ・   いいえ 
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（様式第２０） 

                                                       平成      年    月    日 

一般財団法人エルピーガス振興センター 御中 

（Ｆ Ａ Ｘ 番 号：０３－６４０２－３６９１） 

（電 話 番 号：０３－６４０２－３６２６） 

 

⌐ ⅎ√ ▬fiⱨꜝ┼─ ⌂ ─ ●☻ Ᵽ

ꜟ◒ ─ ⌐ ╢╙─ 業務方法書第２４条第１項の規定に基づき、補助対象LPガス設備の稼働

状況を下記のとおり報告します。 

記 

 

石油ガス災害バルク等の稼働状況報告 

１．災害の概要 

 

災害の種類 

 

□暴風         □豪雨         □豪雪 

□地震         □津波         □噴火 

□その他（                 ） 

災害発生時 

 

年  月  日   時  分頃 

災害対策基本法等に基づく指

示等の発令の有無 

□警戒区域の設定 □避難指示 □避難勧告 

□避難準備情報等 □発令なし 

 

２．石油ガス災害バルク等の稼働状況等 

 

補助対象 

□石油ガス災害バルク貯槽 

□発電機 

□燃焼機器（               ） 

補助対象の設置施設 
名称（                       ） 

住所（                       ） 

上記施設の被災状況等 
□開院・開設中   □被災したため閉鎖 

□その他開院・開設せず（理由：                   ） 

 

３．連絡先 

連絡先 

所  属（                    ） 

氏  名（                    ） 

電話番号（                   ） 

Ｆ Ａ Ｘ（                    ） 

※災害が発生した場合には可能な範囲で速やかに上記の状況等について、一般財団法人エルピーガス振興セン

ターまでＦＡＸをしてください。ＦＡＸがない場合には電話連絡をしてください。 

※必要に応じて後日詳細を確認させていただくことがあります。 
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一般財団法人 エルピーガス振興センター 助成事業室 
 

 

〒105-0003 東京都港区西新橋三丁目５番２号 西新橋第一法規ビル５Ｆ 

TEL (03)6402-3626  FAX (03)6402-3691 

ホームページ http://www.lpgc.or.jp 

 

受付時間／9:00～17:30（祝・祭日・年末年始を除く月～金） 

 

 

 

 

 


